
ISSN 1340－2412 

 調査研究報告書 No.146 

              2010 

  

 

離職者訓練における職業能力評価のあり方 

に関する調査研究 
 

独立行政法人雇用・能力開発機構 

職業能力開発総合大学校 能力開発研究センター 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

  

 

 

  

 

離職者訓練における職業能力評価のあり方 

に関する調査研究 
 

独立行政法人雇用・能力開発機構 

職業能力開発総合大学校 能力開発研究センター 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 は じ め に 
 

 

離職者訓練は、国の雇用のセーフティネット機能の１つとして、短期間に就職を可能とする職業能

力を習得し、習得した職業能力を採用企業等から公正に評価を受けて、就職に結びつけることが役割

であり、このためには、人材ニーズに応じた訓練分野の特定、訓練カリキュラムの設定、効率的な訓

練の準備、訓練進捗状況のチェック、訓練効果の客観的な評価という一連の実施プロセスを明確にし、

常に見直しを行う一連のサイクルの仕組みの強化を図ることが重要であります。 

本調査研究は、離職者訓練により習得した職業能力を客観的かつ公正に評価・証明するため、独立

行政法人雇用・能力開発機構（以下、「機構」という）で実施している離職者訓練（システム･ユニッ

ト訓練）を基に職業能力評価の仕組みを構築し、訓練受講者（以下、「受講者」という）の就職促進

及び離職者訓練の品質の向上等に資することを目的として実施したものであります。 

本報告書は、平成 19 年度から平成 21 年度（3 ヵ年）において、「離職者訓練における職業能力評

価のあり方に関する調査研究に係る委員会（作業部会を含む）」を設置し、離職者訓練により習得し

た職業能力を客観的かつ公正に評価して、就職支援となる証明ができる職業能力評価について検討す

るとともに、「離職者訓練における職業能力評価の手引き」及びその手引きを基にした訓練課題（実

技及び学科）を作成し、機構と一部都道府県の職業能力開発施設において試行を行なってきたものを

まとめたものであります。 

この調査研究成果が、離職者訓練における受講者の訓練習得成果が明確になり、更に、昨今の社会

情勢の変化における多様な人材ニーズに対応する離職者訓練の「訓練カリキュラムの設定」、「訓練の

実施」、「訓練の評価」、「カリキュラムや訓練の見直し」というＰ(Plan)Ｄ(Do)Ｃ(Check)Ａ(Action)

サイクルが円滑に行なわれ、より効果的な職業訓練を行っていくために貢献できることを強く期待す

るものであります。 

最後に、本調査研究の遂行と報告書の取りまとめにあたり、貴重な意見をいただいた委員各位と、

本研究のヒアリング調査にご協力いただいた方々に心よりお礼申し上げます。 

 

 

2010年3月 

職業能力開発総合大学校  

能力開発研究センター所長 
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